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第５回経営顧問会議におけるご意見への対応について 

 

【将来ビジョン「JAEA 2050 +」及び将来ビジョンの実現に向けた取組みについて】 

（ご意見） 

○今後、新しい原子炉開発などに取り組んでいくためには、実際の炉に触らないと機構の存在意

義が薄れるのではないかと感じる。また、原子力に関しては、何を聞かれても相応の対応がで

きる JAEAであり続けて頂きたいと念願している。 

 

○カーボンニュートラルの取組を拠点単位で進めることが有効ではないか。 

 

（機構の対応） 

○機構の大きな強みの一つは、放射性物質を取扱うことができる大きな試験施設や研究炉を有し

ていることである。今後においては、老朽化し役割を終えた施設の廃止措置を進めつつ、研究

開発に不可欠な施設については、安全対策を徹底しつつ、機構内外での積極的な活用を図り、

これらの取扱技術を含む原子力に関する人材育成等にも取り組んでいく。また、「もんじゅ」サ

イトに設置が予定されている新たな試験研究炉の検討にも関係自治体や大学等と連携して取り

組んでいく。 

○我が国におけるカーボンニュートラルの実現に向けて、機構は、原子力に関するわが国唯一の

総合的な研究開発機関として、その研究成果の最大化による貢献を第一としつつ、拠点単位で

の脱炭素化の取組についても検討していく。 

 

【ジェンダーバランスについて】 

（ご意見） 

○ 原子力及びエネルギー分野は、とくに女性の活躍が少ないセクターである。安全に対する感度

が高い女性ができるだけ多くの場面に参加できるよう、マネジメントにおいてジェンダーバラ

ンスを改革・改善していくことが必要ではないか。 

 

（機構の対応） 

○「目指すべき人材像、採用、育成の方針等を盛り込んだ総合的な人事に関する計画」（人材ポリ

シー）や女性活躍推進法に基づく行動計画等において、大卒以上の女性研究者・技術者の採用比

率を 20％以上にすることや優秀な女性職員を積極的に管理職への登用を取り組んでいる。令和 4

年度新卒採用において内定者に占める女性研究者・技術者の比率は 22.6％、また、令和 3年度に

おいて管理職へ登用した女性職員は 9 名で、管理職に占める女性職員の比率は 2.6％となってい

る。 

これに加え、ワーク・ライフ・バランスに配慮した各種制度の整備や制度利用の促進を図るとと

もに、就業環境の充実にも努めており、引き続きジェンダーバランスの改善につなげていく。 

資料６-２ 
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【理事長裁量経費について】 

（ご意見） 

○ 他の機関と合同で基礎研究を実施する仕組み等もつくると、新しい研究テーマが生まれ、他機

関との協力関係が広がるのではないか。 

 

（機構の対応） 

○原子力以外を含む他の機関との連携を強化し、イノベーションを創出すること等を目的とした

新組織「JAEAイノベーションハブ」を立ち上げた（令和 3年 10月）。また、理事長裁量経費

等を活用して、分野を超えた「知」及び「技術」の融合によるオープンイノベーションに取組

み、複数の分野にまたがる組織内連携や産業界や大学との「組織対組織」連携を進めて行く。 

 

【研究開発の進め方について】 

（ご意見） 

○ エネルギー問題は安全性が重視されることから、fail safeである小型原子炉の研究を世界に

発信することにより、説得力が生まれる。また、原子力はエネルギー以外の応用が多々あるこ

とから、広く使われて社会の役に立っていることをわかりやすく発信することで、機構の社会

的な存在意義を理解してもらうべきである。 

 

（機構の対応） 

○政府の 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和３年６月）においても、

「2030年までに国際連携による小型モジュール炉技術の実証」を行う旨記載されており、小型

モジュール炉の開発は重要な課題である。機構では、産学官連携により小型モジュール炉など

革新的原子炉システムの開発に積極的に貢献していく方針であり、fail safe 型の小型モジュ

ール炉（SMR）である高温ガス炉の研究開発を進めるため、大洗研究所の高温工学試験研究炉

（HTTR）の運転を令和 3年 7月に再開し、令和 4年 1月には OECD/NEA の枠組みの下で、原子炉

が安全に収束することを確認する安全性実証試験を実施した。 

○研究開発の成果については、学会や国際会議での発表だけではなく、ホームページ、ツイッタ

ー等を活用して広く世界に向けて成果を発信する。 

○また、令和 2年 11月に機構のイノベーション創出戦略の改定・公表を行い、自らの研究開発に

原子力以外の分野の技術等を取り込むことと、自らの研究開発成果を原子力以外の分野へ展開

するとして、我が国の国民の皆様の生活の質の向上と経済社会の発展に貢献することを打ち出

している。 

○今年度の機構報告会においては、医療分野や宇宙開発分野での原子力・放射線利用について議

論を展開し、これからの原子力の可能性について社会にアピールを行った。メディアへの情報

発信については、メディア向け勉強会や科学論説懇談会を開催し、機構の社会的な存在意義を
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理解してもらうべく、これらの広報活動を継続して実施している。 

 

【業務改善・効率化の取組みについて】 

（ご意見） 

○ 業務のスリム化を図るため、無駄を排除して効率化を図るとしているが、単純にスリム化を進

め、IT化などにより人員を削減していくのか。 

 

○ さらなる横通し連絡会の追設に向けてどのような形で具体的に活性化し、実効性を持たせてい

くのか。 

 

（機構の対応） 

○業務フローの見直し等を進め事務部門に係る経費及び要員のスリム化を図ることにより、研究

者・技術者が使える真水の研究費を増やすとともに効率化した人員を研究補助に充て、それに

より新たな研究開発を推進する。 

○横通し連絡会は、組織の枠を越えた横断的な取組が必要な課題等を対象に機構全体としての研

究成果の最大化につながるよう活動を推進している。定期的に各テーマの活動状況を取りまと

め、活動の成果、良好事例について各連絡会参加者を始め機構全体に共有を図り、既存連絡会

の活動の活性化及び新規連絡会の追設ニーズの掘り起こしを行っている。なお、これまでの活

動を通じて各種課題への共同応募等の成果が得られている。 

○また、組織横断的な取組が必要な課題のうち目標が明確に決まっている課題については、従来

の組織をまたがったチームを構成して業務を推進するプロジェクト制度を導入し、取組を進め

ている。 

 

 

以  上 



将来ビジョンの位置づけ
わが国の政策目標(｢エネルギー基本計画｣､｢パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略｣､Society5.0*1､持続可能な開発のための普遍的な目標(SDGs))を踏まえ､

原子力機構が将来にわたって社会に貢献し続けるために､2050年にむけて､何をめざし､そのために何をすべきか､を取りまとめたもの

原子力機構の将来ビジョンの全体
像

① 2050年に向けて､何をめざすか
原子力のポテンシャルを最大限活用し､将来社会の変革に向けた貢献をめざす

① 原子力科学技術で､気候変動問題の解決に貢献する
② 安全性を向上させた核燃料サイクルを含むエネルギーシステムにより､エネルギーの安定確保に貢献する
③ 原子力科学技術を通じて未来社会(Society5.0)の実現に貢献する
原子力安全の価値を再認識した“新原子力“の実現をめざす
 将来社会の課題を克服し､社会の変革をめざした新たな取組を“新原子力“と称して､以下の実現をめざす
 一層の安全性向上を含む｢S+3E｣*2と社会的課題の解決に応える原子力科学技術システムの構築
 他分野との積極的な融合によるイノベーションの創出

原子力を巡る諸課題(ELSI*3)にも原子力科学技術を駆使して挑戦し､解決策を提案する

② 2050年に向けて､何をすべきか

６つの研究テーマを設定し､多岐にわたる研究開発を横断的かつ戦略的に
推進する

原子力先進国との研究開発協力､国際機関や原子力
新興国への貢献､研究開発成果の国際社会への普及･
展開などに積極的に取り組む

核不拡散､核セキュリティの体制強化に貢献していく
地域の一員として地域の発展のために貢献していく

 ｢放射性物質のコントロール｣と｢デコミッ
ショニング改革｣を通じて､バックエンド
問題に着実に取り組み､原子力科学技術の
研究開発のサイクルを構築する

国際協力･国際貢献､地域の発展持続可能な原子力利用のための取組･挑戦“新原子力”を実現するための研究開発

*スピンオフ：特定の分野で開発された技術を他分野へ応用すること

原子シート
物質を用いた新材料合
成

放射能分布の可視化技術加速器駆動システム
(ADS)

高温ガス炉大気中の汚染物質
の拡散予測システ

ム

ウェアラブル
デバイスの研究

安全の追求 革新的原子炉
システムの探求

放射性物質の
コントロール

デコミッショニング
改革

高度化･
スピンオフ* 新知見の創出

東京電力福島第一原子力
発電所事故を受けた安全
性向上のための研究など

さまざまな原子炉システムの
概念検討など

より合理的な放射性廃棄物の
処理処分のための研究開発など

最先端技術による安全･迅速･
効率的な廃止措置技術開発など

新材料の開発
爆発物検知システム開発など

健康モニタリング用
デバイスの研究
量子ビームを利用した食品研究など

原子力の
エネルギー利用

原子力科学技術を
通じた科学の発展

原子力のポテンシャルの最大限の追求
他の科学技術分野との協働･融合

未来社会
(Society5.0) 

の実現

エネルギーの
安定確保

気候変動問題
の解決

*2：｢エネルギー基本計画｣では､エネルギー基本政策の視点として､安全性(Safety)を前提とし､安定供給(Energy security)､低コストでの供給(Economic efficiency)､環境への適合
(Environment)からなる ｢S+3E｣ をかかげている。

*3：Ethical, Legal and Social Issuesの略で、原子力科学技術を利用するうえで不可避な倫理的､法的､社会的問題。

原子力コミュニティだけにとどまらず､他分野
のセクターと連携･協働し､将来社会に貢献でき
る組織をつくる

幅広い分野からの人材の確保･育成を進める

組織づくりと人材確保･育成

機構がめざす人材像

対話により
社会との相互理解を

深められる人材

新しい“モノ”や価値
を創造できる人材

協働して施設の
安全確保に貢献

できる
人材

さまざまな分野
で

活躍できる人材

*1：｢第５期科学技術基本計画｣において初めて提唱されたわが国がめざすべき未来社会の姿のこと。IoTですべての人とモノがつながり､様々な知識や情報が共有され､新たな価値を生
み出し､また､AIにより､必要な情報が必要な時に提供されるようになり､ロボットや自動走行車などの技術で､少子高齢化､地方の過疎化などの課題が克服されることが期待されて
いる。

グローバルな活躍
の
成果を社会実装
できる人材

 将来の原子力利用につながる､これまでの
原子力利用で発生した”原子力レガシー”
への取組､新たな産業分野づくりへの貢献

 環境負荷低減に向けた取組への挑戦

 地域の方々の一層の信頼感の醸成
 地域の暮らしへの貢献
 地域社会とのパートナーシップの構築
 未来の科学者･技術者の育成への貢献

将来ビジョンJAEA 2050 + の概要



カーボンニュートラルの実現に向けて

～小型モジュール炉（SMR）開発の動向～
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次世代の原子力に求められる性能

カーボンニュートラル達成のため

 2050年カーボンニュートラル達成と再生
可能エネルギーの主力電源化が目標と
して示されました。

 カーボンニュートラル達成のためには、
出力が変動する再生可能エネルギー

を補う安定した電源が必要です。
産業・運輸を支えるための水素等の

新たなエネルギー源によるカーボンフ
リー化が求められます。

国の経済を支えるエネルギー源として、経
済性は変わらず重要です。

温室効果
ガス排出比

2013 2019 2030 2050

100%

100%

46%

14%

出典：環境省ホームページ

我が国の温室効果ガス排出量（2019年確報値）と削減目標

カーボン
ニュートラル

出典：温室効果ガスインベントリオフィス／全国地球温暖
化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）より

原子力は安定・安価な脱炭素エネ
ルギー源であり、カーボンニュートラ
ル達成に貢献できます

次世代原子力に求められる性能

これまでの軽水炉は経済性が高く、優れた
脱炭素ベースロード電源ですが、それに加
えて社会・環境の変化に対応した原子力エ
ネルギーの変革も必要です。

1日での実質的に必要な発電量の変動模式図

（電力消費量及び太陽光発電量に応じて、原子力等の脱
炭素電源により総発電量を調整する必要があります)

 より高い安全性を有する原子力
再生可能エネルギーの発電量の変動

に対応できる、出力の可変性と経済性
を有する原子力

電力に加え、産業への熱・水素等の供
給を通じてカーボンニュートラルに貢
献できる原子力

プルトニウム管理や高レベル廃棄物の
減容（マイナーアクチニド消費）が可
能な原子力

小型モジュール炉（SMR）はそ
れらを満足する可能性を有する

原子力エネルギーシステム

0 4 8 12 16 20 24

時刻

電
力

量

実質的に必
要な発電量

電力消費量

太陽光
発電量

出力可変の脱
炭素電源によ

る発電量

ベースロード電源（大型軽水炉等）による発電量
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小型モジュール炉（SMR）の特長

小型モジュール炉（SMR）とは？

SMRは、従来の電気出力1,000MWを超える大型原子炉に比べ、原子炉1基ごとの電
気出力が300MW以下と小さな原子炉です（＊1）。高い安全性、設計・製造・建設コスト低
減及び立地の制約の大幅な緩和などが期待され、様々なタイプのSMRの開発が世界的
に進められています。

SMRには次のような期待される特長と、課題があります。

＊1：https://www.iaea.org/topics/small-modular-reactors

【SMRの期待される特長】

①安全性
「小型で低出力」であることを活かし、事故時に「自然に止まる」、「自然に冷える」といった固

有・受動の安全性が高まることが期待されます。例えば、小型であるため、冷却材の自然循環
や原子炉容器表面からの輻射熱により炉心を冷却できる仕組みを取り入れることが可能です。
また固有・受動の安全性を有していることに伴い安全系設備の簡素化・系統数削減が可能で

あり、ひいては故障や人為的ミスによるリスクの低減や建設・保守コストの削減も期待できます。

②工場生産性
プレハブ住宅のように、あらかじめ工場でユニット（モジュール）を製造し、トラック等で運搬し、

建設地にて据え付け・組み立てることで、品質の維持・向上、工期の短縮及び建設コストの削減
が見込めます。

③柔軟性
電力需要が小さい地域や送電網が未発達な地域（僻地、離島等）へ、その土地の電力需要に

応じた原子炉を設置できることが期待できます。また、蓄熱設備等の熱利用設備との併設等に
よる機動的な電気出力変化が可能であり、再生可能エネルギーの出力変動を調整する脱炭素
電源や、水素製造、地域への熱供給源としても期待されます。

【課題】
SMRは開発途上であり、実際のSMRがこれら期待される特長を持つことについて実証されてい

ません。今後、例えば以下のような観点についての実証が必要です。

－SMRのもつ固有・受動の安全機能が設計通り機能するか
－受容可能な経済性であるか
－どの程度の機動性・柔軟性を有しているか
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様々な型式・技術で開発が進むSMR（1/2）

【軽水炉SMRの例：NuScale Power Module™（米国 NuScale Power社）】

・炉心は自然循環により冷却
・格納容器を直径5m程度でモジュール化することで輸送が可能
・非常時の炉の停止と冷却に電源や追加的冷却水及び運転員の操作が不要
・格納容器ごと水プールに沈められ、水プールは事故時の受動的な除熱源として機能

出典： https://www.nuscalepower.com/technology/

〇その他軽水炉SMRの例：UK SMR（英国Rolls-Royce社：電気出力 443MW）
BWRX-300（米国GE Hitachi社：電気出力 300MW）
KLT-40S（露国ROSATOM社：電気出力 35MW）
ACP-100（玲龍一号：中国 中国核工業集団公司：電気出力 125MW）

【高速炉SMRの例：Natrium™（米国 TerraPower社）】

・小型ナトリウム冷却型高速炉に溶融塩を利用した蓄熱システムを接続
・電力需要が少ないときは原子炉で発生する熱を発電と蓄熱システムに振り分け、電力需
要が多いときは原子炉からの熱に加えて貯めた熱を利用した発電量の増大が可能であ
り、電力需要に応じてフレキシブルな発電が可能

出典：https://www.nationalacademies.org/event/05-26-2021/laying-the-foundation-
for-new-and-advanced-nuclear-reactors-in-the-united-states-meeting-4

〇その他高速炉SMRの例：BREST-OD-300（露国ROSATOM社：電気出力 300MW）

NuScale Power Module™
（電気出力 77MW；NuScale Power社提供図）

NuScale SMRのプラント概念
(NuScale Power社提供図）

Natrium™の原子炉とエネルギー貯蔵システムのプラント概念

(原子炉電気出力 345MW；TerraPower社提供図にJAEAが追記）

原子炉建屋
燃料建屋

溶融塩配管

エネルギー
貯蔵タンク

タービン建屋
蒸気発生器

Copyright © NuScale Power, LLC

Copyright © NuScale Power, LLC
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様々な型式・技術で開発が進むSMR （2/2）

【高温ガス炉SMRの例：GTHTR300C（JAEA）】

・将来社会の多様な熱利用に対応可能（水素製造、ガスタービン発電、海水淡水化）
・再生可能エネルギーの変動を発電量調整又は水素製造により吸収
・高温で高効率及び高熱利用率、高い安全性を有し、需要地近接が可能

〇その他高温ガス炉SMRの例：Xe-100（米国X Energy社：電気出力 80MW）
HTR-PM（中国 華能山東石島湾核電有限公司：電気出力 210MW）

【溶融塩炉SMRの例：IMSR®（カナダ Terrestrial Energy社）】

・ウランのフッ化物を溶融塩に溶かした液体燃料を使用
・液体燃料は炉内を循環し、二次系に熱を受け渡し、電力と熱を供給
・溶融塩ループを使い、蓄熱技術により発電量の調整や多様な熱利用が可能

出典：https://www.terrestrialenergy.com/technology/molten-salt-reactor/

〇その他溶融塩炉SMRの例：Stable Salt Reactor-Wasteburner
（SSR-W：英国Moltex Energy社：電気出力 300MW）

GTHTR300Cのプラント概念(電気出力 100-300MW）

水素製造施設

高温ガス炉
ガスタービン発電

IMSR®のプラント概念(電気出力 195MW ；Terrestrial Energy社提供図にJAEAが追記）

IMSR®コアユニット

溶融塩燃料ポン
プ駆動モーター

溶融
塩燃
料

二次冷却溶融塩（非放射性）

二次冷却溶融塩ポンプ

二次冷却系熱交換器

600℃産業用
溶融塩ループ

発電

蓄熱

配電施設

熱利用

太陽光
風 力

化学合成

淡水化

・水素 ・アンモニア ・合成燃料
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国レベルでのSMR開発支援

海外の複数の国において、国レベルでの支援の下、複数の小型モジュール炉（SMR）の
開発が実施されています。例えば米国及び英国では、国からの開発資金支援の下、民間企
業による開発が活発に進められています。またカナダは「カナダSMR行動計画」を公表し、
それに沿った複数のSMR導入プロジェクトが進められています。各国におけるSMR開発・導
入に関する主な動向は下表のとおりです。

国名 計画名等 目標等 開発主体（炉型）

米国

ア イ ダ ホ 国 立 研 究 所
（ INL ） サ イ ト に お け る
SMR建設・運転計画

2029年INL敷地内で最初のプラントの運
転開始

NuScale社（NuScale Power Module：軽水炉）
【米国原子力規制委員会による標準設計承認（SDA）発行
（2020年9月）】

エネルギー省（DOE）によ
る開発支援
－新型炉実証プログラム
（ARDP）－

7年以内の新型炉実証（初期投資額1億
6,000万ドル）

TerraPower社（Natrium：高速炉）及びX-energy社（Xe-
100：高温ガス炉）

将来の新型炉実証に向けたリスク削減；10
～12年先を目標（初期投資額3,000万ド
ル）

Kairos Power社（フッ化物塩冷却高温炉）、Westinghouse
Electric Company 社 （ eVinci ： 超 小 型 炉 ） 、 BWXT
Advanced Technologies 社 （ BANR 炉 ： 超 小 型 炉 ） 、
Holtec Government Services社（SMR-160：軽水炉）及
びSouthern Company Services社（溶融塩化物冷却高速
炉）

新型炉概念；2030年代半ばの商業化を目
標（初期投資額2,000万ドル）

Advanced Reactor Concept社（本質的に安全なNa冷却
炉）、General Atomics社（高速モジュール炉）及びMIT（モ
ジュール統合型高温ガス炉）

カナダ

カ ナ ダ 原 子 力 研 究 所
（CNL）チョークリバー・サ
イ ト で の SMR 実 証 炉 建
設・運転計画

2026年までの実証プラントを建設

Global First Power社他（MMR：高温ガス炉）
【フェーズ３（土地の手配とその他の契約に関する交渉段階）
評価中】
Terrestrial Energy 社 （ IMSR ： 溶 融 塩 炉 ） 、 StarCore
Nuclear社（StarCore：高温ガス炉）及びU-Battery社
（U-Battery：超小型炉）
【フェーズ１（許認可申請前設計審査段階）評価完了】

Ontario Power 
Generation社原発敷地
内へのSMR導入計画

2021年内に、採用技術と開発企業を選定
Terrestrial Energy社（IMSR：溶融塩炉）、GE Hitachi社
（BWRX-300：軽水炉）及びX-energy社（Xe-100：高温
ガス炉）

NB Power社原発敷地内
へのSMR導入計画

2030年代初頭までに稼働 Moltex Energy社（SSR-W：溶融塩炉）
実証炉を2030年までに完成 ARC Clean Energy社（ARC-100：高速炉）

英国

ビジネス・エネルギー・産
業戦略省（BEIS）による
開発支援
－ 先 進 モ ジ ュ ー ル 炉
（AMR）実行可能性・開
発計画－

フェーズ１（AMR設計の実行可能性調査）
に総額400万ポンド、フェーズ２（AMR開
発）に総額4,000万ポンドの資金を提供。

【フェーズ1を実施した中から、フェーズ２に選定されたSMR】
U-Battery Developments 社 （ 高 温 ガ ス 炉 ） 及 び
Westinghouse EC UK社（鉛冷却高速炉）

戦 略 的 政 策 研 究 機 関
（UKRI）による開発支援

Rolls-Royce社に1,800万ポンドの投資
金。同社は、2030年代初頭までに、同社製
SMR初号機の完成と運転開始を目指す。

Rolls-Royce社（UK-SMR：軽水炉）

ロシア
浮揚式原子力発電所

ROSATOM社（KLT-40S：軽水炉）
【営業運転中（2020年5月～）】

BREST-300建設計画
ROSATOM社（BREST-OD-300：鉛冷却高速炉）
【建設開始（2021年6月）】

中国

実証炉建設計画 2022年に全出力運転
華能山東石島湾核電有限公司（HTR-PM：高温ガス炉）
【2021年9月臨界達成】

商用炉建設計画 中国核工業建設集団公司、等（HTR-PM600：高温ガス炉）

実証炉建設計画
中国核工業集団公司（玲龍一号：軽水炉）
【建設開始（2021年7月）】
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世界の国々におけるSMRへの注目度

下図に示すように、多くの国々で複数の小型モジュール炉（SMR）の開発・導入が検討・実
施されています。開発主要国である米国、カナダ、英国、ロシア及び中国のほか、東欧・中東
の国々が開発企業等との協力によりSMRを導入しようとしている状況が伺えます。

＊１：ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）による開発支援。フェーズ２（AMR開発）に総額4,000万ポンドの資金を提供。
＊２：Ontario Power Generation社原発敷地内へのSMR導入計画。2021年内に、採用技術と開発企業を選定
＊３：カナダ原子力研究所（CNL）チョークリバー・サイトでのSMR実証炉建設・運転計画。2026年までの実証プラントを建設。
＊４：NB Power社原発敷地内へのSMR導入計画。
＊５：米国新型炉実証プログラム（ARDP）のうち7年以内の新型炉実証を目標とするもの（初期投資額1億6,000万ドル）

韓国

・SMART

【炉型凡例】

黒字：軽水炉

赤字：高温ガス炉

青字：高速炉

緑字：溶融塩炉

桃字：超小型炉

ロシア

・KLT-40S

・BREST-OD-300

日本

・Nuscale Power Module
・BWRX-300
・多目的利用小型PWR

・GTHTR300C
・高温ガス炉コジェネプラント
・蓄熱型高温ガス炉

・PRISM
・小型ナトリウム冷却炉

・マイクロ炉

アルゼンチン

・CAREM

米国

・Nuscale Power Module
・BWRX-300

・Xe-100

・Natrium

・MMR
・AURORA

中国

・玲龍一号

・HTR-PM
・HTR-PM600

カナダ

・BWRX-300

・StarCore
・Xe-100

・ARC-100

・IMSR
・SSR-W

・U-Battery
・MMR

サウジアラビア

・SMART

・HTR-PM600

チェコ

・NuScale Power Module
・BWRX-300
・UK-SMR

ルーマニア

・NuScale Power Module

トルコ

・UK-SMR

エストニア

・NuScale Power Module
・BWRX-300

・IMSR
・SSR-W

英国

・UK-SMR

・高温ガス炉

・鉛冷却高速炉

ポーランド

・BWRX-300

・実験炉（～30MWt）
・商用炉（165MWt）

・MMR
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SMR導入・建設に向けた安全規制の取組み

SMRの導入・建設にあたっては、それに対する規制の在り方も重要なテーマであり、世界
的な検討が始まっています。

【各国の取組み】

米国原子力規制委員会（NRC）は、リスク評価によって得られる重要度を物差しとした安
全基準の構築を進めています（＊1）。

カナダ原子力安全委員会（CNSC）は、2012年5月に、ベンダーに対する原子炉設計の
事前審査（Pre-Licensing Vendor Design Review）の提供を開始しています（＊2）。

英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）は、先進モジュール炉（Advanced
Modular Reactor：AMR）の導入を見据え、設計の許認可審査のための審査体制構築に
700万ポンド、AMR開発支援のために500万ポンドの資金を英国規制当局に提供してい
ます。

【国際協力】

安全規制に係る国際協力も行われており、例えば米国原子力規制委員会（NRC）はカナ
ダ原子力安全委員会（CNSC）とSMR等の技術審査を共同実施し、双方の専門的知見を
共有する等、原子力安全規制の実効性を高めることを目的とする協力が行われています。

＊1：https://www.nrc.gov/reactors/new-reactors/advanced/details.html#part53

＊2：https://nuclearsafety.gc.ca/eng/reactors/power-plants/pre-licensing-vendor-design-review/index.cfm

＊3：https://www.iaea.org/topics/small-modular-reactors/smr-regulators-forum

国際原子力機関（IAEA）においても安全規制の在り方や
規制基準について議論が進められています。例えば、SMR
の規制機関の協力の場としてSMR規制者フォーラムが
2015年に設置されています（＊3）。2017年までのフェーズ
1では、緊急時計画区域（EPZ）、グレーディッドアプローチ
（リスクに応じた最適な安全対策を講じていくという考え方）、
多重防護等が議論されています。2020年までのフェーズ2
では、ライセンス課題、設計・安全解析、製造・試運転・運転
の3つのWGが設置され、議論が進められました。2021年
以降のフェーズ3では、フェーズ2での3つのWGにて引き続
き議論が進められ、特に設計の共同評価、他の機関が行っ
た評価の相互承認といった課題への取組みがなされる予定
です。

IAEA SMR規制者フォーラム
フェーズ2報告書（＊3）



8

我が国のSMR開発の取組み

我が国では、文部科学省と経済産業省が行う原子力イノベーション促進（NEXIP）イニシ
アチブ事業（＊）により、小型高速炉、小型軽水炉や高温ガス炉といった革新的な原子力技
術を開発する民間企業等の支援が行われています。

＊：原子力分野におけるイノベーション創出を効率的・効果的に進めるため、開発に関与する主体が有機
的に連携し、基礎研究から実用化に至るまで連続的にイノベーションを促進するための一連の取組み

NEXIPの支援の下で開発が進められている主なSMRは次の通りです（＊1～5）。

【水冷却炉】

・NuScale（日揮グローバル社、IHI社）
・BWRX-300（日立GE社）
・多目的利用小型PWR（～300MW：三菱重工業社）

【高温ガス炉】

・高温ガス炉コジェネプラント（水素製造/発電：三菱重工業社）
・蓄熱型高温ガス炉（1GW/4ユニット：東芝ESS社・富士電機社）

【高速炉】

・PRISM（日立GE社）
・小型ナトリウム冷却炉（電気出力 200MW：三菱重工業社、MFBR社）

＊1： https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/023_05_00.pdf
＊2： https://www.jaif.or.jp/65th-iaea-gc-report
＊3： https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/574/574230.pdf
＊4： https://www.mhi.com/jp/news/201203.html
＊5： https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/574/574220.pdf

蓄熱型高温ガス炉
(東芝ESS社提供図)

高温ガス炉コジェネプラント
(三菱重工業社提供図)

水素製造設備 原子炉建屋

水蒸気改質器
Heガスタービン

中間熱交換器

原子炉圧力容器

多目的利用小型PWR
(三菱重工業社提供図)

小型ナトリウム冷却炉 (三菱重工業社提供図)

原子炉施設建屋
メンテナンス・廃棄物処理建屋

タービン建屋

蒸気発生器

原子炉容器

崩壊熱除去系
エアスタック
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高温工学試験研究炉（HTTR）
－我が国初の高温ガス炉
－熱出力３０MW
－冷却材出口温度950℃（世界記録）

原子力機構におけるSMR研究開発

～高温ガス炉の研究開発～

SMRである高温ガス炉は構造的に安全性が高く、また900℃以上の高温の熱を取り出すこ
とが可能で、発電以外に、水素製造、地域暖房、海水淡水化等に利用することができます。ま
た、高温ガス炉からの高温の熱を利用して水を熱分解する熱化学法の研究を進めています。

高温熱
（高温ガス炉）

水素
H2

酸素
O2

ブンゼン反応
ヨウ化水素と
硫酸の生成

H2

+ ← 2HI
I2

1/2O2

H2SO4 → +
O2 ＋ H2O

2HI ＋ H2SO4

↑
I2 ＋ SO2 ＋ 2H2O

硫酸分解反応ヨウ化水素（HI）
分解反応

水

H2O

硫黄（S）
の循環

ヨウ素（I）
の循環

SO2

+
H2O

I2

400℃ 900℃

高温ガス炉の熱を用いた水の熱分解によ
る水素製造（熱化学法ISプロセス）

 安全性
冷却材に不活性なヘリウムを使用
燃料被覆に耐熱性に優れたセラ

ミックスを使用
黒鉛減速材により事故時の温度

変化が緩慢

 経済性
ヘリウムガスタービン発電とともに

熱を用いた水素製造等が可能

 柔軟性
 カーボンニュートラル、脱炭素社会

に向けて発電、水素製造の両面か
ら柔軟な対応が可能

連続水素製
造試験装置

580mm
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 世界トップレベルの高速中性子束と
高精度な照射量・温度評価技術

 多様な照射ニーズに応える原子炉
の運転と、照射試験装置

 照射後試験施設が隣接
照射途中の非破壊検査等により 貴
重なデータを取得可能

革新炉開発を支える基盤技術（インフラ含む）

原子力機構が有する基盤技術を用いて、SMR等革新炉の開発に必要な技術開発を進め
ています。

高速実験炉「常陽」

冷却系機器開発試験施設（AtheNa）

 大型のナトリウム機器システムの試
験が可能な施設

 多様な技術開発にも対応できるフレ
キシビリティ

AI支援型革新炉ライフサイクル最適化手法（これまでの知識と解析技術
を統合・高度化したプラント設計支援ツール）

（ARKADIA：Advanced Reactor Knowledge- and AI-aided Design 
Integration Approach through the whole plant lifecycle）

 安全性や経済性の追求、
廃止措置の最適化まで
様々な視点を取り入れ
た設計最適化の支援

 設計検討期間の大幅な
短縮化

 大規模実証試験の代
替手段や原子力人材
育成に資する革新的な
研究基盤としての活用



国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構

高速炉・新型炉研究開発部門

（2021.Dec.)

表紙の写真は高温ガス炉を中核とする
水素タウンのイメージジオラマです。高
温ガス炉から発生する熱を利用して製
造されたカーボンフリー水素は、パイプ
ラインで街の各所に供給されます。
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